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シャウプ勧告と会計制度
山 下 壽 文
1．はじめに
第1次シャウプ勧告は，負担の公平を基本理念として，税制全体では応能
負担による所得税中心の累進的総合課税および税務行政では徴税機構の効率
化および申告納税制度を提唱している。
税制全体の負担の公平についてはすでに山下［2014］において論じている
ので，本稿では税務行政の負担の公平について考察する。ただ，第1次シャ
ウプ勧告では，徴税機構の効率化については具体的に取り上げておらず，申
告納税制度が議論の中心となっている。申告納税制度は，会計の役割および
帳簿と記帳からなる。会計の役割は税制改革を行う上で重要であり，会計専
門家としての公認会計士の活用および公認会計士制度の確立，証券取引委員
会による会計制度の整備などが勧告されている。帳簿と記帳では，青色申告
制度について論じている。
本稿では，会計の役割について第1次シャウプ勧告および第2次シャウプ
勧告により会計の重要性，公認会計士の活用，証券取引委員会の活動および
会計教育を取り上げ考察するとともに，わが国の『企業会計原則』（中間報
告）の設定に至る経緯を検証する。なお，青色申告制度における帳簿と記帳
については別稿にて取り上げる。
2．第1次シャウプ勧告と会計の役割
第1次シャウプ勧告の体系は，図表1のように負担の公平の理念のもとに
税制全般と税務行政に区分することができる。
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図表1 第1次シャウプ勧告の体系
税制全般
負担の公平
徴税機構の効率化
税務行政 会計の役割
自主申告納税制度
帳簿と記帳
第1次シャウプ勧告および第2次シャウプ勧告は合計492頁のうち25％に
あたる121頁が税務行政および税法の遵守問題に割かれ，121頁中13頁が所得
税について触れている。残りの371頁は概念および政策の問題を取り上げて
いる。ただここにおいても税務行政および税法の遵守の問題が議論されてお
り，総じて3分の1が税務行政に係る（Shoup［1987］，p．7，柴田他訳
［1988］，32頁）。シャウプ使節団は，わが国の租税制度確立のために先立っ
て会計制度の確立が重要であることを認識しており，当時のわが国の会計学
者との交渉が連合国総司令部（General Headquarters : GHQ）を介在して行
われていたことが窺われる。
第1次シャウプ勧告では，わが国において税制改革が成功するために，「会
計の役割」（第14章）が非常に重要であることについて次のように述べてい
る。
「われわれの勧告する税制改革の長期的成功には日本における公認会計士の発達が肝要
である。今日，日本にはこのような会計士は非常に少い。しかし今度公認会計士の資格に
関して，新に制定された法律は相当水準の高い試験を行う限り，近い将来もっと発展する
可能性がある。（中略）われわれは，大蔵大臣によって選任されている公認会計士審査会
を大蔵省の一般的管轄下に設置する独立な委員会に変更すべきことをすすめる。われわれ
は，また，事業会社の金融面において相当の統制力をもつ証券取引委員会が事業会社の経
理方法の改善をもたらすようにその大巾な権力を強力に行使することをすすめる。（中略）
証券取引委員会が公認会計士をその専任職員として採用できるよう十分な資金を割り当て
られ（中略）充実した証券取引委員会の経理課は，会計の適正な基準を設定することによっ
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て，所得税法の運営の改善に大巾且つ効果的な貢献をすることができるであろう。（中略）
租税法は，一定所得額を超えるすべての法人および個人業者の申告書には公認会計士の証
明する貸借対照表，損益計算書およびその他の或る種の資料を添付することを要件とする
ように改正せられるべきである。又納税者が繰越または繰戻しを欲する欠損の申告も公認
会計士の証明が必要であろう。」「農業以外の個人営業者にはこの報告で前に述べた『青色
申告用紙』の方法で帳簿を記帳することを奨励すべきである。」（THE SHOUP MISSION
［1949］，pp．224‐225）
これによれば，わが国での税制改革を成功させるために，公認会計士の育
成が重要であること，公認会計士の質を高めるために公認会計士の資格試験
を厳格に行うこと，公認会計士の質を維持するために公認会計士審査会（後
に公認会計士管理委員会として設置）を独立させること，証券取引委員会が
事業会社の経理方法改善のための強いリーダーシップをとること，公認会計
士が証明した貸借対照表や損益計算書などを申告書に添付すること，個人事
業者に青色申告を奨励すべきことを勧告している。
1947（昭和22）年の証券取引法の公布施行により米国の証券取引委員会
（Securities and Exchange Commission : SEC）に倣い証券取引委員会が設
立され，1948（昭和23）年7月に公認会計士法が施行された。反面，第1次
シャウプ勧告が提案していた①高額所得者のバランスシートの提出義務，②
無記名預金，偽名預金の廃止，③すべての有価証券の強制登録，④税務職員
の銀行調査権の強化などシャウプ的公平負担課税の担保のための税務行政的
手続きについては，1950（昭和25）年のシャウプ税制では規定されていない
（対談［2005］，77頁）。
さらに，第1次シャウプ勧告の「Ｅ 付帯問題」「1．会計」では，図表
2のようにａ 会計の重要性，ｂ 公認会計士法の施行，ｃ 会計の基準と実
務の改善，ｄ 独立公認会計士をもっと利用すること，ｅ 大学およびその他
における会計学の教授，ｆ 国税庁の会計士，ｇ 外国資料の利用，ｈ GHQ
の監督についての記述がある。
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図表2 第1次シャウプ勧告の付帯問題「会計」の項目
ａ 会計の重要性
ｂ 公認会計士法の施行
ｃ 会計の基準と実務の改善
1 会計基準改善委員会
2 証券取引委員会
ｄ 独立公認会計士をもっと利用すること
ｅ 大学およびその他における会計学の教授
ｆ 国税庁の会計士
ｇ 外国資料の利用
ｈ GHQの監督について
会計の重要性では，近代的な所得税および法人税の税務行政を成功させる
には，「近代会計の応用を利用できる独立の会計専門家の制度を日本に発達
させることは喫緊の要事である。」とされる。このために，公認会計士法が
施行されている。これを執行する会計士審査委員会は，人格高潔でかつ高度
の能力を備えた者によって構成され，大蔵大臣の管轄下の独立の行政委員会
として組織されるべきである。また，公認会計士試験は公正に実施され，受
験者が十分な知識を有するかどうかを検査する。公認会計士の称号は，その
会計能力，高潔な人格を有する信頼できる者に限り与えられるべきである。
公認会計士の信頼は，近代税務行政に不可欠な会計制度の拠って立つ基礎を
なすものである。この基礎が不適切であれば，会計制度は崩壊する。
会計の基準および実務の改善は，会計基準改善委員会および証券取引委員
会の設置により推進される。会計基準改善委員会は，会計基準に関心を有す
る者の利益を代表する独立の諮問機関で，国税庁も参加すべきである。独立
行政委員会としての証券取引委員会は，経理能力レベルアップのための指導
的役割を演じ，会計基準を設定する。これは米国 SECを模した機関で，証
券取引所と証券発行の統制の一部として，多数の税務官吏にとって非常に役
立つ会社の年次報告およびその他の会計報告に係る資料を蒐集する。そのた
めには，証券取引委員会と税務官吏との間に緊密な連絡を保つ必要がある。
独立公認会計士をもっと利用するために，税法は，一定所得額を超えるす
べての法人および個人業者の申告書には独立公認会計士の証明する貸借対照
表，損益計算書およびその他必要な資料を添付するよう規定すべきである。
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公認会計士の効果的な活用のために，監査および会計学上の能力をレベル
アップさせるあらゆる方法を利用する必要がある。
教育に関連して，会計学の科目を設けている大学およびその他の機関は学
生に最善の講義を行うためのカリュキュラムおよび教育内容を再検討しなけ
ればならない。理論的および実務的見地から，近代的な会計の習得にあらゆ
る努力が必要となる。
国税庁においては，公認会計士から租税目的のための会計処理について助
言を受け，会計上の問題に係る税法の行政的解釈の討議に公認会計士を参加
させる。このように公認会計士は，税務会計の発展向上について事業団体お
よび会計士協会と協議し，調査官および査察官の業務の支援，その他の関連
した任務を遂行する。
会計の先進国であるアメリカなどの外国の資料を入手するとともに，外国
より会計学者および公認会計士を招へいし，学校，会計基準改善委員会，証
券取引委員会およびその他の関係団体において会計教育，会計基準および実
務について助言を受ける。この他，日本の会計学者や公認会計士が他国を訪
問して，近代的な会計および慣習を習熟することが望ましい。
会計に関するこれらの勧告を実施して，計理士業の樹立を支援することが
極めて重要な専門的な業務であることから，GHQの特定の部局にこれらの
業務を監督させる必要がある。
わが国の税制改革を成功させるためには会計が重要な役割を果たすという
のが，第1次シャウプ勧告が繰り返し述べるところである。それまで未熟な
状態にあったわが国の会計の質を高めるためには，優れた人格と能力を有す
る公認会計士の育成，会計基準や監査基準の制定，会計基準と実務の改善に
努めなければならない。国税庁側はこれらの委員会に積極的に関与するとと
もに，公認会計士との協議を通じて助言を受けることにより，税制改革を推
進する必要がある。
わが国の会計の質を高めるためには，国内的な努力だけではなく，アメリ
カなどの会計の発達した外国の国々から資料を取り寄せて分析し，あるいは
外国の会計学者や実務家を招へいし，逆にわが国の会計学者や公認会計士が
外国に赴き，近代的な会計学や実務を習得する必要がある。
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なお，教育面において，大学などでの会計教育の充実が唱えられているこ
とは興味深い1。
これらがGHQの監督の下に推進されるというのは，当時の占領下におけ
るわが国の象徴的な出来事であった。これらの第1次シャウプ勧告を受けて，
わが国の当時の会計学者が『会計法』2の制定に向けての活動をはじめる3。
3．わが国の企業会計制度形成への2つの潮流
『企業会計原則』（中間報告）の前文によれば，企業会計原則の設定の目的
を，「我が国の企業会計制度は，欧米のそれに比較して改善の余地が多く，
且つ，甚しく不統一であるため，企業の財政状態並びに経営成績を正確に把
握することが困難な実情にある。我が国企業の健全な進歩発達のためにも，
社会全体の利益のためにも，その弊害は速かに改められなければならない。」
「又，我が国経済再建上当面の課題である外資の導入，企業の合理化，課税
1 税法の分野では，日本租税研究協会第1回大会の「税法及び税務部会」において，日本
の大学の講座に税法の講座がなく，シャウプ博士はこのことを奇異に感じておられ，是非
大学に税法の講座を開設されるようにとの希望を持っておられた（日本租税研究協会編
［1950］，278頁）との記述がある。これに関連して，北山国税庁税務講習所所長は，「法
科に税法総論というような総合的な科目と所得税法，法人税法という学問的講義が必要で
ある。それと並行して経済学に租税論というものを財政学から独立して設ける。」（日本租
税研究協会編［1950］，282頁）ことを提案している。同様の記述が，THE SHOUP MISSION
［1950］，78頁にある。
2 後述の高橋の提案では『統計法』に倣って『会計法』となっているが，黒澤はこれを『会
計（基準）法』としている。これは官庁における『会計法』と区別する意味があったのか
もしれない。また，「会計基準・教育に関する会議」第1回会議で議題とされた将来計画
ノートの原文Accounting Committee を会計（基準）委員会と訳出している。ただし，調
査会により設置が構想されたのは，「企業会計基準委員会」である。これは，現在の企業
会計基準委員会（Accounting Standards Board of Japan:ASBJ）とは関係はない。なお，『会
計法』は法律案の段階では，『企業会計基準法』となる。
3 黒澤は，「史料：日本の会計制度〈1～16〉」『企業会計』第31巻第1号～第32巻第4号，
1979年1月～1980年4月により，『企業会計原則』の形成とシャウプ税制に関わりについ
て，当時の資料（成蹊大学所蔵黒澤文庫第1次資料）を掲げて詳述している。本稿は，こ
れらの資料に大きく依拠している。
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の公正化，証券投資の民主化，産業金融の適正化等の合理的な解決のために
も，企業会計制度の改善統一は緊急を要する問題である。」「仍って，企業会
計の基準を確立し，維持するため，先ず企業会計原則を設定して，我が国国
民経済の民主的で健全な発達のための科学的基礎を与えようとするものであ
る。」とする。
この前文は，第2次世界大戦後のわが国の経済再建において当面の課題で
ある「外資の導入，企業の合理化，課税の公正化，証券投資の民主化，産業
金融の適正化等の合理的な解決のために」，「企業会計原則を設定」すること
が緊急を要するとしている。このことは，『企業会計原則』がGHQの民主
化政策，経済再建のためのドッジ・ラインおよび第1次シャウプ勧告との一
連の流れの中で設定されたことを示している。これについて，企業会計制度
対策調査会（以下，調査会という）上野道輔（東京大学教授）会長は次のよ
うに述べている。
「政府の方で色々骨を折って必要とされても，それで事が終る訳でないのであって，寧
ろそう云うお世話がなくても自然に会計原則，準則が完成して行く。斯いうような国民性
が出きて来なければ百年の後においてわが国が民主主義の国家として，或は世界における
平和国家としてその地位を確保し，国民全体が経済的にも回復をし，経済的にだけでも互
いに信頼し，安心して取引が出来る。」「そこに到達する一つの基本的な技術的方面におい
て，この企業会計原則，財務諸表準則の制定，これがある一定の効用を発揮することが出
来るのではないか。」（上野・岩田・黒澤［1949］，3頁）
このような『企業会計原則』による企業会計制度の改善統一に至る経緯は，
次のとおりである。
経済科学局（Economic and Scientific Section : ESS）のW・G・ヘスラー
と L・H・モスは財閥解体や主要企業の経理状況の調査を担当していた。そ
の調査の基礎として貸借対照表および投資計算書のモデル様式を村瀬玄（元
東京商科大学教授）に依頼した。村瀬は戦前に産業合理局が立案した財務諸
表準則などを英訳し「商事会社及ビ工業会社ノ財務諸表ノ作成ニ関スル指示
書」（以下，指示書という）を作成して，それがGHQより公表される。（黒
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澤［1979］〈3〉，98頁）
村瀬は，指示書作成の経緯について，「GHQによる財閥解体に関連して，
わが国の主な商工業会社のほとんど全部が制限会社と指定され，これらの各
制限会社は，過去10年間およびその後も定期的にその財務諸表をESS に提
出する必要があった。また，特定の各種申請書にも財務諸表の添付が義務づ
けられたが，各社から提出された貸借対照表および損益計算書の内容はまっ
たく千種万態であるのみならず，その英訳も実に滑稽至極なものが多々あっ
て，調査の目的を達成することができなかったので，関係当局は差し当たり
の応急策として当時調査統計部の財務およびカルテル課長W・ヘスラ （ーイ
リノイ州の公認会計士）4と村瀬とに財務諸表作成に関する指示書の作成を委
嘱したのである。」（村瀬［1959］，9頁）と述べている。
さらに，指示書と会計原則との関連について，武田（昌）は，1947（昭和
22）年12月に指示書が「GHQ（連合国総司令部）から出されました。GHQ
が提出をもとめた制限会社（GHQの統治下において主要な商工業会社のほ
とんどがそう指定された）の財務諸表が当時は『会計処理方法に遺憾な点が
多い』と言われるほど，ばらばらだったためです。そこでGHQは『まず会
計原則をつくれ』と政府に指示をした。」（武田［2009］，100頁）と，会計原
則の作成がGHQの指示によるものとしている。これに対して，黒澤は，「『企
業会計原則』は，上野博士を中心とする。われ等関係者の自主的活動の成果
であって，けっしてGHQないしはESS 側の勧告や強制によるものではな
い。」（黒澤［1979］〈12〉，97頁）と証言する。これには，少々捕捉説明が必
要である。
その経緯について，黒澤の証言により詳しく述べると次のとおりである。
ヘスラーとモスは，この指示書では主要企業の経理状況を把握することは不
十分であると判断する。そこでGHQ顧問橋本雅義（東京商科大学出身）を
通じて太田哲三（東京商科大学教授）に検討依頼をする。太田は，産業経理
協会内に財務表標準化委員会を設け，岩田嚴，今井忍，中西寅雄などととも
に検討を行うことになった5。一方，ESS の統計委員会（大内兵衛委員長，
4 黒澤は，イリノイ州ではなくウィスコンシン州としている（黒澤［1979］〈3〉，98頁）。
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図表3 『企業会計原則』に至る2つの潮流
美濃部亮吉事務局長）は民主的な統計方法の確立のために，『統計法』を制
定していた。これに関与していたGHQ顧問の高橋正雄（九州大学教授，社
会党顧問）が上野に，会計制度の民主化のために会計委員会を設け，『会計
法』の制定を提案する。上野はこれを黒澤に相談し，上野議長のもと「会計
基準・教育に関する会議」を主宰する。この後，経済安定本部（以下，安本
という）内に調査会が設立される。これに，黒澤を介して太田を中心とする
財務表標準化委員会グループと上野を中心とする統計委員会関係者のグルー
プが参加することになる。議長は上野で，黒澤および岩田が中心となり『企
業会計基準法』の制定を目指すが断念せざるを得なくなり，代わりに『企業
会計原則』制定にこぎつけるのである。（黒澤［1979］〈3〉，98頁）
『企業会計原則』に至る2つの潮流を示すと，図表3のようになる。
5「第1回財務表標準化委員会記録」（1947（昭和22）年11月20日，丸ノ内興銀第1会議室）
によると，出席者は，小野清造（代理），加藤寛一（代理），西野嘉一郎，渡部義雄，岩田
巖，太田哲三，加藤戒三，金子佐一郎，櫻井国夫，鈴木武雄，中西寅雄，山岡政朝の12名
である。（黒澤文庫Ⅱ‐12‐1）なお，黒澤によれば，『会計法』の制定を目指す上野グルー
プには，中西，鍋島，岩田も属し，アメリカの会計基準や監査基準に詳しい岩田を上野に
推薦したとのことである（黒澤［1979］〈4〉，98頁）。
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高橋と上野との関係は，高橋が東大の助手を解任された1927（昭和2）年
頃の「教授会は左派4対右派9，左派は，大内，矢内原忠雄，舞出長五郎，
上野道輔。」（高橋［1980］，78頁）というように上野が左派6を形成していた
ことに由来する。このように高橋と上野の接点は，東大経済学部の左派グルー
プにあり，高橋が上野に『会計法』の話を持って行ったのも頷ける。
高橋は，GHQ顧問になった経緯について，GHQで調査・統計部をつくる
ことになったと都留重人（ハーバード大の知人がGHQに多くいる）に誘わ
れたことが端緒で，立派な統計調査機関をつくれば，この調査研究によって
日本経済の状況がよくわかるとアメリカ側が言っていると仙台二校の同級生
であった大沢三千三（戦前 IBMのエージェント）と西沢基一（大阪市大教
授）がGHQに来て助言した（高橋［1989］，80頁）と証言する。この後，
日本統計研究所が設立される（大内兵衛所長）。さらにGHQ自身が統計制
度の整備に乗り出し，アメリカ政府予算局次長ライス団長調査団7が来日し，
前述の独立行政委員会である統計委員会設置8につながり，『会計法』の制定
へと展開する（高橋［1989］，81頁）。
一方，都留は，占領軍から「英語のできるエコノミスト出向させよ」と命
6 なお，ここでいう左派とは，マルクス主義者を指すのではなく，「学校行政上の少数派，
また反対派という点で共通の利害をもち，（中略）それを通じてお互いによく知り，お互
いに友情を深めたので」（大内［1970］（上），100頁）左派と称された。ちなみに，1938（昭
和13）年2月1日の大内兵衛ら教授グループ検挙の第2次人民戦線事件で上野は検挙され
ていない。
7 高橋は，戦前九州大学助教授時代の1936（昭和11）年～1938（昭和13）年に文部省在外
研究員としてヨーロッパおよびアメリカの視察を行っている。その際，1936（昭和11）年
9月のギリシャ国際統計学会に出席してライス教授と知己を得ている。戦後，高橋がGHQ
在籍時使節団として来日したライス教授と再会することになる（高橋［1980］，169頁）。
なお，高橋は，1938（昭和13）年4月に横浜港に着くと第2次人民戦線事件の煽りを受け，
検挙される。
8 吉田によれば，設置の経緯は次のとおりである。農林省から450万トン食糧輸入がない
と餓死者がでるとのことでGHQと交渉，ところが70万トンの輸入で餓死者がでなかった。
GHQから日本の統計は出鱈目と責められる。そこで「わが国にも正確なる統計の作成が
必要であることを痛感したので，大内兵衛，有沢広巳，東畑精一，森田優三，美濃部亮吉
の諸学者にお願いして，政府関係の統計を完備することにした。」（吉田［1957］（第1
巻），145頁）
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令された吉田外相からESS 顧問の資格で転進を命じられ，統計課に勤める
ことになった（都留［2001］，215‐216頁）と証言している9。
この統計委員会設置と『統計法』の制定の経緯をみると，GHQの初期の
占領政策が色濃く反映されていることがわかる。
GHQとくに民政局（Government Section : GS）は，初期の占領政策にお
いて，非軍事化・民主化政策を押し進める。統計委員会が設立されるのはこ
の時期である。GSにはニューディーラー左派が多く，その政策は自由主義
的政策というより社会民主主義的政策（雨宮［2008］，62頁）が色濃く反映
されていたと言われる。そこでは自由党よりも社会党と協調的であった。1947
（昭和22）年のマッカーサーによる2・1ゼネスト中止命令が出され，民主
化政策にブレーキがかかりはじめるが，1947（昭和22）年5月に社会党の片
山連立内閣，その後芦田内閣と社会民主的な政権が続くことになる。
この時期に，わが国の政策決定において，戦前に東京帝国大学を追われた
大内兵衛などの労農派グループが重要な役割を果たしていることに注目する
必要がある。つまり，GHQの民主化政策のなかで彼らの活躍の場が与えら
れた。内閣総理大臣直轄の統計委員会はその場であり，『統計法』制定に結
びつく。この流れのなかで，会計委員会の設立と『会計法』の制定が目論ま
れる。しかし，東西冷戦を意識した1948（昭和28）年のロイヤル陸軍長官の
日本の反共防波堤演説から，占領政策の転換が行われ，民主化政策にブレー
キがかかりはじめ，自由党が政権に復帰すると労農派グループなどが政権と
距離を置き始める。このような時期において，企業会計基準委員会の設置を
目指す『企業会計基準法』制定構想が頓挫する。この経緯は，次に述べると
おりである。
9 都留は，当時外務省にいて，降伏直前の7月「特別調査委員会」を脇村義太郎（当時外
務省嘱託）と話し合って立ち上げている。1946（昭和21）年に最終報告書『日本経済戦後
復興の基本問題』がまとめられるが，指導的役割を果たしたのは，大内兵衛，有沢広巳，
中山伊一郎，東畑精一郎など学者グループであった（都留［2001］，213‐214頁）。また，同
委員会の有沢，脇村，大内，美濃部の集合写真が掲載されている（都留［2001］，215頁）。
これらにより，戦後日本の政策決定に大内など東大労農派グループの果たした役割を窺い
知ることができる。
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4．『企業会計基準法』制定構想とその崩壊
高橋から上野へ『会計法』制定の打診があって，太田を中心とする産業経
理協会内の財務表標準化委員会と合流して調査会が設置されたことは前述の
とおりである。ここでは，調査会における『企業会計基準法』制定構想およ
びその崩壊について検証する。
村瀬は，調査会設置の経緯について，次のように回想している。アメリカ
本国から来朝した統計使節団ライス氏がマッカーサー最高司令官宛に提出し
た視察報告書の中に日本における商工業企業会計原則が極めて不完全である
旨の記述があったのを調査統計部の次長であったマーチが取り上げて，当時
同部の顧問であった高橋および橋本と協議の結果，わが国財務諸表の改善統
一，簿記会計学の教育および会計監査基準などに関する調査を行うために各
方面の学識経験者を網羅した極めて権威のある団体を設立することが焦眉の
急務であるということで意見が一致した。その後は主として橋本と村瀬とが
犬馬の労をとって調査統計部員と各方面の学識経験者との間の連絡の任に当
たって1948（昭和23）年5月14日に日本放送会館第5スタジオにおいて「会
計基準・教育に関する会議」が開催された。そこにおいて，議案が満了一致
で可決されたのが建議案で，同日上野議長の手によって芦田内閣総理大臣に
提出された。この建議は表向きでは民間融資の会合の席上で決議されたもの
となっているが，その背後にはGHQ関係当局の後押しがあったことは周知
の事実なので，政府当局としてもこれを軽視するわけにいかず，同年6月29
日に閣議決定事項として，調査会を安本内に設置することになり，同年7月
15日に第1回の打ち合わせ会が開かれたのである。（村瀬［1959］，10頁）
この村瀬の回想には，前述のように橋本と村瀬が連絡をとった学識経験者
は太田であり，それにより「財務表標準化委員会」の私的委員会の設置となっ
たが，別ルートで高橋が上野と連絡をとったことが記されていない。なお，
「GHQ関係当局の後押しがあった」ことは事実であるが，これをもって芦
田内閣がこの建議を受け入れて，安本内に調査会を設置した理由とするのは
必ずしも正しいとは言えない10。芦田内閣は，社会党を含む連立内閣であり，
高橋は統計委員会と通じており，統計委員会の委員長は大内をはじめ委員に
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社会党の支持者が多かったという状況，および大内と上野は東大経済学部で
同グループであったことを看過してはならない。
それはそれとして，この間の出来事を時系列に並べてみると次のとおりで
ある。
1947（昭和22）年11月20日 太田哲三が産業経理協会内に設けた財務表標
準化委員会の第1回委員会開催。
1948（昭和23）年3月3日 W・G・ヘスラー（ウィスコンシン州CPA）
からフランク・A・マーチ（カリフォルニア州CPA）への覚書
1948（昭和23）年5月14日 「会計基準・教育に関する会議」（Conference
on Accounting Standards and Education）第1回会議
1948（昭和23）年6月29日「企業会計制度対策調査会設置に関する件」閣
議決定
1948（昭和23）年7月6日 調査会を安本に設置
1948（昭和23）年7月16日 調査会第1回会議
上記1948年3月3日付 ヘスラー からマーチへの覚書の全文は，次のと
おりである11。
10 太田の回想によれば，次のとおりである。「23年4月半ば頃，彼（太田のこと―山下）
は司令部へよびつけられた。上野道輔君，中西寅雄君，黒沢清君，岩田巖君とそして彼と
である。その話によれば，日本の統計が極めて不正確であるので，統計委員会を設けてそ
の整頓に当っている。そこで企業会計について統一した制度を設け，これを維持するため
に委員会を設けることに司令部の意向は決まった。ついては君達はその発起人会を発起し
て呉れとのことだった。」「この五人が相談し合って，外部の有志を集めて準備会を作り，
政府に対し委員会設置の建議をすることになった。」「建議を受けた総理大臣から司令部へ
話し込めば，早速許可するという運びであった。」「ところがドッジが来て財政緊縮の方針，
委員会はともかく予算が出せないという羽目になり，「それで仕方なく経済安定本部が主
管することになって，企業会計制度対策委員会が出来上がることになったのであった。そ
れは後に委員会制の一般的廃止に従って調査会となり，安本の廃止とともに大蔵省に移さ
れ，企業会計審議会として引続き今日まで活動している。」（太田［1968］，212頁）この太
田の回想は，企業会計基準委員会設置構想と調査会設置について混同があるように思われ
る。「委員会制の廃止の一般的廃止に従って」企業会計基準委員会設置の構想がつぶれた
のであって，上述建議に基づき設置されたのは企業会計制度対策委員会ではなく調査会で
ある（後述「企業会計制度対策調査会設置に関する件」閣議決定を参照のこと）。また，
太田クループと上野グループの調査会への合流に至る経緯が抜けている。
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1．日本の会計実務の欠点およびこの半世紀にアングロアメリカン会計実務で発展してき
た会計の基本的指針の若干の理解不足は，現代統計方法の欠陥が日本における意義ある経
済的統計の発展に重大な障壁となったのと同様に，日本企業の財政状態および経営成績の
理解可能な数値を得るのに重大なハンディキャップとなっている。また，近代会計および
統計の方法は，近代の民主的自由企業統治および経済の適切な機能にとって最も重要で不
可欠なものである。
2．公平かつ幅広く浸透する日本企業の近代会計実務の導入の手始めとして，調査統計局
は企業の財務諸表の作成のための指示書を作成した。今や総理大臣の下に次の2つの目的
をもつ政府および民間の機関を代表する委員会が設置されるべきであることを提案する。
ａ 商業学校および大学における会計学および関連教科の教育について，教科書，カリ
キュラムおよび教育方法の再検討を行うこと。
ｂ プロフエッションとしての会計実務を規制する法令を制定し，職業倫理を促進する
ため職業会計人団体の発達を助長し，一般に認められた近代的な会計慣行に関する諸
原則を日本に導入するよう奨励すること。
3．提案された計画を成功裡に遂行することは，占領の長期にわたる目的の遂行に大きな
役割を与える。
覚書によれば，わが国の会計の未成熟さが「日本企業の財政状態および経
営成績の理解可能な数値を得るのに重大なハンディキャップとなっている」
とし，統計委員会が『統計法』を制定して統計の民主化をはかったように，
会計分野にも同様の委員会が設置されるべきであると提案している。この委
員会の目的は，ａ．会計教育の改善，およびｂ．法令の制定による職業会計
士団体の育成および一般に認められた会計原則の導入の2つである。
日本経済の再建復興の問題に関連して公認会計士制度の確立および産業会
計教育の根本的刷新の必要は，識者の間において痛感されていた重大な問題
であった。これについて，上野は，日本経済再建のためには企業経営の合理
化が必要で，そのためには正確で明瞭な会計がその基礎をなすという意味で，
11 英文メモランダム（コピー）文掲載（黒澤［1979］〈4〉，99頁）。訳文には，一部黒澤
訳が含まれている。
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会計学がこれからの日本経済再建の上に大きな意義を持つと述べている（上
野［1948］，3‐4頁）。つまり，「日本全体の企業の統計が」「正確な数字に
よつて示されることになれば，日本の経済政策を立てる上からいっても，極
めて正確な基礎の上に政策を立てることができるわけである。かくの如くに
して始めて日本全体の経済が最も正確な数字によつて明確に表示され，又日
本経済の今後において改善すべき諸点を明らかにされ，又この正確なる数字
に基いて適切なる諸方策を確立できる（上野［1948］，4‐5頁）のである。
しかも「丁度これと似通った考え方を持ち，その考が実現されて立派な仕事
を着々と出している統計委員会－これは昨年（1947年―山下）から発足して，
日本の統計を改善し，正確なる統計の数字によって日本の経済財政を建て直
して行くという非常に大きな仕事をしている」（上野［1948］，9頁）ことか
ら，会計の分野においても統計委員会と同様の会計委員会を設置し，『会計
法』の制定に向けて活動を行う必要に迫られている。
こうした状況の中で関係方面の慫慂に力を得て，1948（昭和23）年5月15
日，民間情報局のモス博士の尽力により放送会館第5スタジオにおいて，第
1回「会計基準・教育に関する会議」が上野議長のもとに開催され，GHQ
側からモスおよびへスラーの挨拶があり，高橋正雄が「会議に関する報告演
説」を行っている。
本会議の成果として次の建議が決定された。即日，建議は上野が会議を代
表して総理大臣に提出した。建議の内容12は，次のとおりである。
建 議
日本経済の民主的再建に当り企業会計制度の改善は以も緊要な条件の1つである。欧米
先進国の企業会計の進歩の実状に比較して，我国の会計実務が甚しく立ちおくれているこ
とは，周知の通りであるが，この結果として企業の財政状態及び経営成績に関する正確な
把握が困難であり，有効適切な経営統計を作ることも妨げられている実状がある。先ず企
業会計の近代化を図り，日本経済の健全化のための科学的基礎を確立しなければ，外資導
12 建議の英文および訳文は，加藤［1948］，93‐94頁を参照されたい。なお，上野［1948］
にも建議の訳文が掲載されている。
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入によって産業復興の緒をつかむことも困難であるし，物価体系の安定化，企業金融の合
理化，証券投資の民主化，投資大衆の保護，企業課税の適正化，労働争議とその他産業上
の紛議に対する適正な企業経理資料の提供等近代会計と密接な関連のある諸問題の解決に
寄与することも不可能である。
仍て速かに会計制度並びに会計教育委員会（仮称）を設置し，各方面の知能経験を総合
結集して，企業会計の改善を計ると同時に，その前提となるべき会計教育の根本的刷新を
行う為必要な基礎調査をなさしめ，その結果を直ちに実施普及すべき組織を設ける必要が
ある。
右建議する
これを受けて，1948（昭和23）年6月29日芦田内閣が「企業会計制度対策
調査会設置に関する件」を閣議決定し，それに基づき「企業会計の基準及び
教育に関する恒久的組織」を設けることになり，同年7月8日に調査会が安
本内に設置された。閣議決定の内容は次のとおりである。
一 我が国の企業会計制度は欧米のそれに比して著しく立ちおくれているため企業の経理
状態及び経営成績を正確に把握することが困難であり，企業の経営統計を作ることも妨げ
られている実情である。外資導入の前提となる経済健全化のための科学的基礎を確立する
ためには勿論，企業金融の合理化，投資者の保護，企業課税の適正化等のためにも我が国
の企業会計制度は早急に改善されねばならない。
よつて速かに企業会計改善のため必要な組織を設立し，各方面の知能，経験を総合結集
し企業会計の近代化を図ると共にその前提となる会計教育の根本的刷新を行い，日本経済
の健全化のための科学的基礎を確立することが必要である。
二 よつてこの際とりあえず総理庁に左により企業会計制度対策調査会（仮称）（以下調
査会という。）を設け，企業会計改善の組織設立のため必要な調査並びに準備を行うもの
とする。
（イ）調査会は内閣総理大臣の任命又は依嘱する関係各庁官吏並びに会計制度に関する学
識経験者を以て構成し，調査会のための事務は経済安定本部が担当するものとする。
（ロ）調査会の運営に関する事項は別に定める。
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安本内に設置された調査会の委員名簿は，図表4のとおりである。
図表4 企業会計制度対策調査会委員名簿
官 職 氏 名
総 務
部 会
第 一
部 会
第 二
部 会
第 三
部 会
委 員 長 東 京 大 学 教 授 上 野 道 輔 ○ ○ ◎ ○
委 員
経済安定本部財政金融局長 内 田 忠 雄 ◎ ○ ○ ○
経 済 安 定 本 部 官 房 次 長 河 野 通 一 ○ ○ ○ ○
大 蔵 省 理 財 局 長 伊 原 隆 ○ ○ ○ ○
〃 主 税 局 長 平 田 敬一郎 ○ ○
〃 主 計 局 長 河 野 一 之 ○
〃 銀 行 局 長 愛 知 揆 一 ○ ○
通商産業省 通商企業局長 石 原 武 夫 ○ ○ ○
中小企業庁 振 興 部 長 記 内 角 一 ○ ○
運 輸 省 鉄道監督局長 足 羽 則 之 ○
〃 自 動 車 局 長 小 幡 靖 ○
〃 海運調整部長 壷 井 玄 剛 ○
農 林 省 官 房 長 平 川 守 ○
文 部 省 学 術 局 長 剣ノ木 亨 弘 ○ ○
初等中等局長 稲 田 清 助 ○ ○
法 務 府 民 事 局 長 岡 崎 恕 一 ○ ○ ○
法制意見第一局長 村 上 朝 一 ○ ○ ○
建 設 省 総 務 局 長 中 田 政 美 ○ ○
物 價 庁 第 一 部 長 渡 辺 喜久造 ○ ○
公正取引委員会総務部長 黄 田 多喜夫 ○
証券取引委員会事務局部長 田 井 峻 ○ ○
統 計 委 員 会 事 務 局 長 美濃部 亮 吉 ○ ○
国 税 庁 直 税 部 長 高 橋 衛 ○ ○
日 本 銀 行 統 計 局 長 土 井 太 郎 ○ ○ ○ ○
東 京 大 学 教 授 黒 澤 清 ○ ◎ ○ ○
一 ツ 橋 大 学 教 授 岩 田 嚴 ○ ○ ○ ◎
一 ツ 橋 大 学 名 誉 教 授 太 田 哲 三 ○ ○ ○ ○
元 東 京 大 学 教 授 中 西 寅 雄 ○ ○ ○ ○
元 商 大 専 門 部 教 授 村 瀬 玄 ○ ○ ○ ○
東京商工会議所金融部長 鍋 島 達 ○ ○ ○ ○
慶 應 大 学 教 授 小 高 泰 雄 ○ ○ ○
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総務部会は，企業会計の基準およびこれが教育に関する恒久的組織を設立
するための調査および準備並びに各部会に属せざる事項の調査を行う。第1
部会は，財務諸表の改善統一に関する調査を行う。第2部会は，企業会計の
教育に関する調査を行う。第3部会は，企業会計の監査基準に関する調査を
行う。総務部会長は内田忠雄，第1部会長は黒澤清，第2部会長は上野道輔
および第3部会長は岩田巖であった。この後部会長会議が頻繁に行われ，『企
業会計基準法（案）』が策定されている13。
調査会第1回会議において，議題に供せられた「将来計画英文ノート」14は
次の6項目からなる。
早 稲 田 大 学 教 授 佐 藤 孝 一 ○ ○ ○
九 州 大 学 教 授 高 橋 正 雄 ○ ○ ○ ○
Ｇ Ｈ Ｑ ， Ｅ Ｓ Ｓ 顧 問 橋 本 雅 義 ○ ○ ○ ○
産 業 経 理 協 会 理 事 今 井 忍 ○ ○
王 子 製 紙 経 理 部 長 金 子 佐一郎 ○ ○ ○ ○
芝 浦 製 作 所 常 務 取 締 役 西 野 嘉一郎 ○ ○ ○ ○
日 本 興 業 銀 行 審 査 部 長 竹 俣 高 敏 ○ ○
田 口 証 券 株 式 会 社 社 長 田 口 眞 二 ○ ○
三 菱 化 成 経 理 部 長 山 岡 政 朝 ○ ○
（注） 原本は手書きで縦書きである。連絡先，幹事および書記は省略。
（出所）黒澤文庫Ⅱ－12－15。
13 黒澤は，「調査会が実際に出発した段階では，‥‥美濃部，橋本，村瀬，高橋，西野諸
氏の名は消えていた。」（黒澤［1978］〈4〉，101頁）と述べている。しかし，第1部会の
速記録の出席委員には，高橋，西野，橋本および村瀬が名を連ねている。西野は発言も行っ
ている。黒澤の証言が事実とすれば，美濃部，橋本および高橋が名簿からなぜ消えたのか
は，片山連立内閣・芦田連立内閣から吉田内閣への政権の交代とは関係なかったのであろ
うか。
14 英文原本のコピー（黒澤［1979］〈2〉，101頁）を翻訳した。なお，英文ノートの原案
は，「会計基準委員会の将来計画」（黒澤稿）である。それが調査会などで議題として取り
上げられた段階で大きな修正が加えられた（黒澤［1979］〈4〉，100頁）。
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Ⅰ 会計委員会（Accounting Committee）
1．委員会のメンバー ----------------------------- （数）
2．特別委員会のメンバー
特定の問題の調査研究のために組織される。
3．委員会事務局
委員会の編成および事務の手助けをし，委員会で決定された項目を実施し，委員
会と関連政府機関との連絡業務を行う。
Ⅱ 委員会の機能（Committee Functions）
1．会計基準の制定，その施行および普及
ａ）財務諸表の改善，財務諸表のための特別委員会の設置。
ｂ）「会計原則書」の編集，普及および説明のための計画が特別委員会により立案
される。必要な場合，特別委員会がこの目的のために設置される。
2．資産の評価に関連した有用な規則の制定（減価償却を含む）。必要な場合，会計規
則および重要とされる規則の改訂。
Ⅲ 公益企業における原価会計の改善および統一（Improvement and Unification of Cost
Accounting in Public Enterprises）
原価会計は，すでに価格設定に適用されている。重要産業の部門は，価格管理法（the
Price Control Law）に従う。この目的のために，組織は原価会計の様々な形成方法を確立
する必要がある。したがって，原価会計のために，特に専門家の委員会が組織される必要
がある。
Ⅳ 監査の改善（Improvement in Auditing）
1）有資格監査人システムの維持および発展：有資格監査人に関する法案は，すでに議
会に提出されている。これは，わが国の監査において，画期的な前進を導くことが期待さ
れる。監査の有資格者を育成するために，本委員会は外国の監査資格者との連携を保ち，
絶えず基礎的調査を行うべきである。適切な方策が常に政府に提案されるべきである。
2）監査および簿記の改善。
3）承認済みの監査方法の標準的文書の明文化。
Ⅴ 学校および産業界における会計教育の根本的改善（Fundamental Reform of
Accounting Education in Schools and Industrial Circles）
1）会計教科書の編集。新しい会計方法は，中等教育および高等教育のための教科書の
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編集を必要とする。大学での会計学の講義および教科書が研究されるべきである。
2）日本や外国の教育制度と連携をとりつづけることにより，教育改善のための資料を
整理する。
3）産業界への近代会計の導入および教育。
Ⅵ 会計委員会の権威づけのための企業会計法（仮称）の制定（Industrial Accounting Law
（tentatively name） to be created in order to support the authority of Accounting
Committee）
調査会は，「将来計画英文ノート」に示されている会計委員会（Accounting
Committee）の設置とその権威づけのための『企業会計法』（Industrial
Accounting Law）の制定のために企業会計基準委員会というと別委員会を
設置し，『企業会計基準法』の制定を目指している。後に，安本の調査会の
事務局でまとめられた『企業会計基準法』の草案が調査会で討議の上，安本
幹部会（安本長官，副長官，各局長，および財政金融局企業課長出席）に提
出された。関係各省庁（大蔵大臣，法務庁，通産省など）に了解もとれたの
であるが，ついに国会提出の運びにいたらなかった（黒澤［1979］〈2〉，98
頁）。
黒澤文庫より国会提出の運びにいたらなかった『企業会計基準法（案）』
の策定に至るプロセスをあげると，次のとおりである。
『企業会計基準法要綱（未定稿）』（Ｓ．23．10．6）
『企業会計基準法（試案）』（Ｓ．23．10．27 経本 財 企）
『企業会計基準法要綱（試案）』15（Ｓ．23．11．19 経本財金企）
『企業会計基準法（試案）』（Ｓ．23．10．27 経本 財 企）
『企業会計基準法（連絡会議試案）』（Ｓ．23．11．4 経本，財・企）
『企業会計基準法（案）』16（Ｓ．24．1．28 財金局）
『企業会計基準の確立に関する法律（案）』（Ｓ．24．2．18 財金局）
15 英訳は，Outline of the Enterprises Accounting Standard Law（Draft）で，同年同日の
日付である。GHQの担当者に提出されたものと思われる。（黒澤文庫Ⅱ‐3‐16）
16 英訳は，The Law for Establishing Business Accounting Standards Law（Draft）で，同
年同日の日付である。GHQの担当者に提出されたものと思われる。（黒澤文庫Ⅱ‐3‐17）
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『企業会計基準法（連絡会議試案）』および『企業会計基準法（案）』にな
ると成案が明らかになる。その前の段階では，万年筆での書き込みなどがあ
り，成案に至るプロセスを読み取ることができる。
『企業会計基準法要綱（試案）』（黒澤文庫Ⅱ‐3‐5）は，企業会計基準委
員会の設置および関係大臣への勧告および助言について，次のように規定し
ている。
委員会の設置
五 （一）この法律の目的を達成するため，企業会計基準委員会（以下委員会という）を
置く。
（二）委員会は内閣総理大臣の所轄に属する。
関係大臣の勧告及び助言
七 委員会は，この法律の目的を達成するため必要な事項に関し，関係大臣に対し，勧告
又は助言をすることができる。
「企業会計基準委員会の設置」（黒澤文庫Ⅱ‐3‐1）については，黒澤によ
ればその草案を上野の命により黒澤が起案している（黒澤〈5〉，99‐101頁）17。
この草案をもとに作成されたと思われる文書が「企業会計基準の確立と維持
のために恒久的な委員会を設置する必要について」（黒澤文庫Ⅱ‐3‐11）で，
次のように述べている。
一 日本の統計制度の近代化を図るために統計委員会を設けたのと畧々同様の理由で，日
本の企業会計制度の近代化を実現するために恒久的な委員会を設置する必要がある。
千葉は，『企業会計基準法』が国会提出の運びにいたらなかった理由とし
て，上記の企業会計基準委員会の設置があったと主張する。それは，1948（昭
和23）年11月22日，『企業会計基準法要綱（試案）』をめぐる「関係各官庁と
の打ちわせ」以降暗礁に乗り上げた「最大の論点は企業会計基準の内容など
17 その全文の原本は手書きであるが，活字として黒澤〈5〉，99－101頁に掲載されている。
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ではなく，『委員会』設置の問題であった。」（千葉［1998］，125頁）からで
ある。
確かに，GHQの中期占領政策により，民主化政策にブレーキがかかり，
GHQ内での GSの影響力が失われていくことが，統計委員会は設置された
が，『企業会計基準法』制定の礎となるはずの企業会計基準委員会が設置さ
れなかった要因の1つであると考えることができる。つまり，アメリカ流の
独立行政委員会による政策決定の方式が後退し，わが国の中央集権的政策決
定への転換が行われた。
図表5は，戦後設置された主たる独立行政委員会とその後の状況をまとめ
たものである18。このうち，金融委員会は結果的に設置されなかった。統計
委員会については，サンフランシスコ講和後日本の独立が回復されると審議
会に格下げされ，証券取引委員会は大蔵省証券課を経て証券局となり，公認
会計士管理委員会は廃止される。現在も存続しているのは公正取引委員会の
みである19。このように，サンフランシスコ講和条約発効前後に独立行政委
員会が廃止され，アメリカ型の政策決定方式からわが国本来の中央集権的政
策決定方式へ戻るのであるが，その方向性は東西冷戦が進む中期の占領政策
からはじまっており，この時期に調査会の起案した『企業会計基準法』にお
いて構想された企業会計基準委員会は設置されず，諮問機関として調査会を
経て企業会計基準審議会さらに企業会計審議会と変わり，その権限が縮小さ
れていくのである。
18 図表5の他にも独立行政委員会はあり，武田によれば，「戦後改革の影響を受けた諸制
度に対する経済界の不満は強く，独立前後から始まった占領政策の見直しでは，独占禁止
法の改正や独立行政委員会制度の廃止などが実施された。誕生間もない公益事業委員会が
廃止され，教育委員会が独立性を失い，戦前同様の所管官庁による権限が回復した。その
一方で，独占禁止法では，カルテル規制などについての条件緩和が実現し，以後，合理化
や不況対策などを目的としたカルテル活動や，独禁法通用除外法の制定が模索されること
になった。」（武田［2008］，18頁）のである。
19 公正取引委員会は廃止されなかったとはいえ，その機能がそのまま残ったわけではない。
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図表5 独立行政委員会の設置とその後の状況
独立行政委員会 設置後の状況
公正取引委員会 講和条約発効以後も存続
金融委員会 FRBモデルに大蔵省の解体，実現せず
統計委員会
証券取引委員会
公認会計士管理委員会
講和条約発効後，もしくは発効前に廃止
しかし，『企業会計基準法』が国会提出の運びにいたらなかった理由を企
業会計基準委員会の設置にのみ帰することはできない。関係各省庁の打ち合
わせを受けて，『企業会計基準法要綱（試案）』から『企業会計基準法（案）』
（黒澤文庫Ⅱ‐3‐8）が策定されるが，ここでは企業会計基準委員会の設置
構想は削られ，企業会計基準協議会がその代替的な役割を担うことになる。
その内容は次のとおりである。為
（経済安定本部の任務）
第4条 企業会計基準及び企業会計の監査基準の設定及びこれらの基準又は企業会計制度
に関係ある行政の綜合調整その他この法律の目的を達成するために必要な事項は，経済安
定本部が掌る。
第5条 経済安定本部は，企業会計基準協議会の調査審議に基いて，企業会計基準の確立
その他この法律の目的の達成に努めなければならない。
これによれば，企業会計基準協議会は諮問機関であり，企業会計基準委員
会のように独立行政機関ではないので，『企業会計基準法』に反対する理由
はなくなる。そうすれば，『企業会計基準法』が国会提出の運びにいたらな
かった理由を他に求めなければならない。これについて，弥永は税法との調
整がつかなかったことをあげる。
この具体的経緯を弥永の見解に沿って要約すると，次のようになる。
『企業会計基準法要綱（試案）』は，1948（昭和23）年11月19日の第6回部
会長連絡会議において確定された。これによれば，企業会計基準委員会は「こ
の法律を達成するため必要な事項に関し，各関係大臣に対し，勧告又は助言
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をするもの」（第7条）とし，「関係大臣は，企業会計に影響ある法令を立案
し，命令を制定若しくは廃止しようとするとき，又は企業会計に関する教育
行政上重要な措置を行なおうとするときは，矛め委員会の意見を聞かなけれ
ばならない」（第8条）として，企業会計基準委員会が関係各大臣に対して
権威を有しているという書きぶりであった。
11月20日に法務府の吉田第4課長からは，法務局としては「企業会計は，
正規の会計原則に従って処理されなければならない」（第2項）の「しなけ
ればならない」を「するものとする」という書き方があるかもしれないが大
体よいとの意見があった。しかし，これあるいは同趣旨の文言では「『正規
の会計原則』に従わなければ違法となる解釈につながりかねないために難色
を示したと推測される。」（弥永［2013］，30‐32頁）
以上のような難色があったとしても，前述の黒澤証言のように関係各省庁
（大蔵大臣，法務庁，通産省など）に了解もとれたのであるが，ついに国会
提出の運びにいたらなかったことについて，弥永は，「経済安定本部に対し，
閣議に法案を付すことを断念するように伝えたのが内国歳入課のBradshaw
であったという事実からは，税法との関係で調整がつかなかったという可能
性がある。」（弥永［2013］，38頁）と推測する。
この弥永の推測は，非常に興味深い。太田［1968］は，『企業会計原則』（中
間報告）設定に関連して，「委員会（調査会－山下）の決議について，各官
庁の行政上において，企業会計に関するものについてはこの会計原則を尊重
することが前以て申合せであった。しかしこの申合せは必ずしも全面的に実
行されることにはならなかった。殊に主税局の代表者は，最後の委員会の席
上でも評価原則のところで異論を申立て，話が纏まらないままで決定してし
まったのである。」（太田［1968］，214‐215頁）と証言する。
1979（昭和54）年7月7日付『日本経済新聞』（夕刊）の「根をおろし生
きる企業会計原則」という座談会で西野嘉一郎（東芝相談役）と黒澤は次の
ように証言している。
（西野）はじめは企業会計制度対策調査会は権威があり，商法も，税法もこの原則に従わ
ねばならないということが入っていた。ところが国税庁は課税がやっかいになると反対，
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産業界もそういうことでどっちに従っていいのかわからないと困惑していた。（中略）企
業会計基準審議会になってからだが，27年に税法と企業会計原則の調整に関する意見書が
出された。あの時はちょっと異常な異様なふん囲気だった。
（黒沢）主税局長の平田さん一人が反対した。税務当局としては，この意見に従えないと
いうことで，意見書に列記してある委員名から平田さんの名前を削った。その後，41年に
「税法と企業会計原則の調整に関する意見書」は，「税法と企業会計の調整に関する意見
書」というふうに書き直され，国税庁も主税局も同意できる形に緩和された。その結果42
年に法人税法の根本的改正が行われている。
このように『企業会計基準法』の制定は頓挫し，代わりに『企業会計原則』20
（中間報告）が設定される。
その前文によれば，「1 企業会計原則は，企業会計の実務の中に慣習とし
て発達したもののなかから，一般に公正妥当と認められたところを要約した
ものであって，必ずしも法令によって強制されないでも，すべての企業がそ
の会計を処理するに当って従わなければならない基準である。」とされる。
さらに，「2 企業会計原則は，公認会計士が，公認会計士法及び証券取引
法に基き財務諸表の監査をなす場合において従わなければならない基準とな
る。3 企業会計原則は，将来において，商法，税法，物価統制令等の企業
会計に関係ある諸法令が制定改廃される場合において尊重されなければなら
ないものである。」と述べている。
『企業会計原則』は，「官庁関係，学識関係，実務関係など，各方面の代表
者や権威者を網羅し，衆知を結集して研究調査を行った努力の結実したもの
20 黒澤は，「その当時もっぱら SHM会計原則を参考にしたのですか」という質問に，「必
ずしもそうではない。最も参考にしたのは，SHM会計原則だ」と答えている（座談会［1979］，
同様の発言が企業会計制度針策調査会速記録［1949a］にもある）。また，『企業会計原則』
のルーツを「商工省財務管理委員会の財務諸表以来の沿革，アメリカ会計原則の影響もあ
ろうが，会計基準法及び会計基準委員会の構想に求められる。」（黒澤［1979］〈2〉，98頁）
とする。また，「本文の内容は決して日本の企業会計の実務の中に慣習として発達したも
のばかりではなかった。むしろ重要な部分はアメリカの会計原則を採り入れたものであっ
た。」（中村［1982］，5頁）という見解もある。これについては，本稿の主題と直接関係
がないので，これ以上取り上げない。
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である」が，「極限された時間と予算，不明確な気候と不十分な資料，次か
ら次へと惹起する不愉快な事件，ニュースバリューだけを考える新聞の態度
等，本報告書の作成及び発表を振り返るとき，まだまだ我国では会計経理の
重要性が充分認識されていないことと，官庁のセクショナリズムの根強さを
感ずる。」（佐藤［1494］，15‐16頁）という指摘がある。このことから，『企
業会計原則』は多くの課題を有しての船出であったことがわかるが，このこ
とがその後の『企業会計原則』の方向性に影響を与えることになる。
それはそれとして，第1次シャウプ勧告に従ってわが国の税制改革のため
の審議機関として設置されたのが税制審議会21である。黒澤は，調査会を代
表し一委員として参加している。これに関して，次のように述べている。
「税制審議会委員としての私の役割は，青色申告のための会計帳簿のあり方はいかにあ
るべきか，税制上の減価償却制度，棚卸評価の制度，引当金の制度等は，いかにあるべき
か等について，企業会計審議会（対策調査会）委員の立場において発言することであった。
それは昭和25年の法人税法および所得税法の改正に対して，相当の効果をあげ得たものと
信じている。」（黒澤［1979］〈12〉，100頁）
なお，第1次シャウプ勧告と『企業会計原則』との関係について，黒澤は，
「後年，会計原則（昭和24年7月）とシャウプ勧告（昭和24年6月）とを，
歴史的に比較調査する人があるとしたら，不思議に思うかもしれません。な
ぜなら，シャウプ勧告のほうが会計原則より前に発表されているのに会計原
則の公表が織り込みずみになっているかということです。しかしそれは，事
前に両者の間に意思疎通があったからですよ。」（座談会［1974］，8頁）と
述べている。
21 税制審議会は1949年3月にその使命を終え，内閣の所管に改められた。現在の税制調査
会である。政党の税制調査会と区別し政府税調と呼ばれる。これに対して，自民党の税制
調査会を自民税調と言う。
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5．おわりに
戦後の日本はGHQの間接統治下にあり，初期占領政策におけるアメリカ
流分権的政策決定方式の導入に日本側が反対を強く主張しても，GHQの方
針に逆らえなかったという状況があった。もし逆らって，GHQの心証を悪
くすれば公職追放となる可能性があったからである。しかし，東西冷戦によ
り占領政策が転換され，さらに，サンフランシスコ講和条約以後，GHQの
占領政策が終了し日本が独立を回復すると，アメリカ流分権的政策決定方式
が中央集権的政策決定方式へと変更され，シャウプ税制はなし崩しにその理
念が骨抜きにされ崩壊していくことになる。
それはともかく，第1次および第2次シャウプ勧告が1950（昭和25）年の
わが国の税制改正にほぼそのままの導入された理由として，次の見解がある。
第1に，「占領下であるということではなく，シャウプ使節団と大蔵・自治
両省の人たちとの関係が円滑にいっていたということも少なくない」（金
子・貝塚・武田［1999］，2頁）という金子の見解である。第2に，シャウ
プ勧告自体が大蔵省の筋書きに沿ったものであるから，シャウプ税制の導入
がスムーズになされた（（野口［1999］，25頁）とする野口の見解である。し
かし，これらの見解は，シャウプ使節団招へいの経緯，当時の大蔵省関係者
の証言および当時のわが国の経済状況から事実に反すると考える。
第1次シャウプ勧告の基本理念である負担の公平は，税制全般の公平と税
務行政面での公平からなる。シャウプ税制の崩壊により，税制全般の修正を
余儀なくされた。これに対し申告納税制度などの税務行政面での勧告は比較
的保たれ続けた。したがって，シャウプ税制崩壊にともなう会計制度への影
響はそれほど大きくはなかった。とはいえ，独立行政委員会としての企業会
計基準委員会設置は調査会さらに大蔵省管轄の審議会へと格下げされ，『企
業会計基準法』は『企業会計原則』へと法律から規範になった。こうした状
況の要因として，次の2点があげられる。
第1は，GHQの占領政策の転換により，わが国の非軍事化・民主化政策
を推進したGSが弱体化したことがあげられる。サンフランシスコ講和条約
後の独立の回復とともに証券取引委員会や公認会計士管理委員会など独立行
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政委員会は廃止され，中央集権的政策決定方式が強化された。中央集権的政
策決定方式へは東西冷戦の影響を受けた占領政策の変化にともない徐々に転
換されていった。この時期に構想された『企業会計基準法』は，初期占領政
策時期の統計委員会の設置および『統計法』の制定の状況とは著しく異なっ
ていた。
第2は，税法との調整がつかなかったことである。これには，税収確保の
観点からのESS 歳入課と大蔵省主税局の反対があった。とくに，歳入課の
反対は法案の国会提案に大きな影響を与えたと考えられる。
『企業会計基準法』制定断念後，調査会により『企業会計原則』（中間報告）
は公表されたものの，さらに時を経て指導規範から実践規範へその性格を変
化させていく。これは，『企業会計原則』（中間報告）の制定目的の後退を意
味する。さらに，会計の国際化の進展とともに，会計基準の設定主体がパブ
リック・セクターの企業会計審議会からプライベート・セクターの企業会計
基準委員会へ移行し，『企業会計原則』に代わり『企業会計基準』が制定さ
れている。ただ，第1次シャウプ勧告が強く主張した公認会計士制度の充実
および監査制度や税理士制度は，わが国に定着してわが国企業会計制度の発
展に大きな役割を果たしている。
『企業会計原則』の制定は，申告納税制度において，会計帳簿の記帳と並
んで重要な役割を担うものである。会計帳簿の記帳に関連して「正規の簿記
の原則」が税法上いかに位置づけられるのかについては，申告納税制度を推
奨するための青色申告制度の導入と深い関わりを有する。これについては，
別稿において取り上げる。
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